
                       
 

 

 

 

 

 

 

 

 本稿はＮＸ総合研究所「2024・2025 年度の経済と貨物輸送の見通し」（25 年 1 月発表）

に基づいており、本稿における統計なども、当該レポートで使用したものに準拠している。

なお、本稿における年度は、ＮＸグループにおける会計年度の「1～12 月」を指しており、

一般的な会計年度（4月～3月）とは異なることに留意されたい。 

 

１．今回の見通しに関する諸前提について 

国際通貨基金（ＩＭＦ）は 24 年 10 月 22 日、「政策の転換、高まる驚異」という副題の

世界経済見通しを発表した。当見通しでは、2025 年の世界経済成長率（ベースライン）を

3.2％増と予測しており、前回（2024 年 7 月）見通し（3.3％増）から 0.1 ポイント下方に

改定された。 

主要国における 2025年の実質経済成長率の改定状況（７月予測➡10月予測）について見

ると、日本：1.0％増➡1.1％増、米国：1.9％増➡2.2％増、ユーロ圏：1.5％増➡1.2％増、

英国：1.5％増➡1.5％増、中国：4.5％増➡4.5％増、インド（注：財政年度ベース）：6.5％

増➡6.5％増、ロシア：1.5％増➡1.3％増、新興市場国・中所得国：4.2％増➡4.2％増、低

所得途上国：5.3％増➡4.7％増――などとなっており、米国に加速が見込まれる一方、欧

州では総じて減速するなどバラつきが見られる。 

当該見通しに関してＩＭＦは、「世界経済の成長は、今後も安定し続けることが見込まれ

るものの、勢いが欠けそうだ。ディスインフレが続く中で、円滑な着地が見えてきたが、

リスクバランスは下方に傾いている。」と評している。 

具体的なリスクとしては、「地政学的緊張が高まる可能性」「金融市場におけるボラティ

リティの急上昇が、金融環境のタイト化を誘引する可能性」「中国の不動産部門における問

題が、世界貿易への影響というかたちで世界的な波及効果を招く恐れ」「保護主義の高まり

や地経学的分断の進行」などが挙げられている。 

以上のように、世界経済の先行きについては、安定しつつも勢いを欠く動きが予測され

る。中でも中国経済については、不動産バブルの崩壊などを受け、相当に厳しい状況にあ

るものと推察されることに加え、米国において、ドナルド・トランプ政権の誕生に伴い、

厳しい対中政策がとられることは明らかであり、両国における貿易戦争がエスカレートす

る可能性が高い。これが中国経済をさらに下押しするリスクがある。 

中国経済の低迷が長期化した場合、それが周辺国経済に及ぼす影響は小さくない。また 

輸出や設備投資の下押しなどを通して、日本経済にも多大な影響を及ぼすことは必至であ

り、「対岸の火事」にならないことは言うまでもない。 

本予測では、世界経済については、前述のＩＭＦ世界経済見通しに準拠する一方、下振

れリスクも加味している。また、日本経済については、以下のような前提の下で今般の予
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測作業を行った。 

・日本経済は足元において、さまざまなモノやサービスの価格高騰に伴い、低所得階層を

中心に生活困窮者が増加しており、政府には景気拡大に向けた経済政策の実施が求めら

れる。 

・大企業などでは順調に賃上げが進む一方、中小企業の従業員や非正規雇用労働者の多く

は、賃上げの恩恵を享受できずにいると考えられる。その結果、実質可処分所得は伸び

悩みの状態が続いており、それが個人消費の伸びを大きく下押しすることとなる。 

・内閣府の試算によると、2024 年７～９月期のＧＤＰギャップ（２次速報値）はマイナス

0.4％（年率換算で約２兆円の需要不足）となった。前期（マイナス 0.6％）よりいくぶ

んマイナス幅は縮小したものの、５四半期連続で需要不足が発生した。すなわち、日本

経済はまだデフレの状態にあり、引き続き財政支出の拡大、減税などによる需要の喚起、

金融緩和の持続などが求められる。 

 

２．日本経済の見通し 

25 年度の日本経済は、前年度における低調の反動もあり、主要な需要項目に総じて改善

が予測されるものの、いずれも大きな伸びは期待できない。実質経済成長率は 1.1％増とプ

ラス成長へ転換するものの、力強い回復は見込めない。 

名目雇用者報酬が2％台半ばの伸びにとどまる一方、消費者物価（生鮮品を除く）には2％

強の上昇が見込まれる中で、実質可処分所得の伸び悩みなどを受け、個人消費は1.3％増に

とどまる。 

設備投資は1.7％増と前年度（1.4％増）よりいくぶん加速しよう。燃料価格の低下など

の好材料があるものの、国内企業物価の高止まりに加え、内外経済の先行き不透明感が根

強く残るため、投資マインドが下押しされるリスクは依然として払しょくされない。 

輸出は、引き続きインバウンド需要の盛り上がりが期待できる一方、世界経済の足踏み

に加え、円高の進行が予測されることから、2.6％の増加にとどまる。内需がいくぶん上向

く中で、控除項目である輸入は2.7％増となり、この結果、外需はわずかながらマイナスに

寄与しよう。 

 

３．国内貨物輸送の見通し 

25年度の総輸送量は、上期1.7％減の後、鉱工業生産の持ち直しなどを背景に、下期につ

いては0.5％増とプラス水準への浮上を予測した。しかし、通年では0.6％減と、4年連続の

マイナスとなろう。 

品類別に見ると、消費関連貨物は、可処分所得の伸び悩みなどを受け、個人消費が盛り

上がらないことに加え、前年度における増加の反動もあって、0.5％減とマイナスに反転し

よう。前年度堅調であった日用品や食料工業品には、やや低調な荷動きを予測した。 

生産関連貨物は、鉱工業生産がプラスへ反転するものの、主力である機械・機械部品や

鉄鋼に大きな盛り上がりは期待できず、また化学工業品も前年度水準割れが予測されるこ

とから、トータルではプラス水準へ浮上するが、0.1％増と微増にとどまろう。 

建設関連貨物は、公共投資がプラスに反転するものの、引き続き大規模土木工事の執行

は期待できず、新設住宅着工戸数も小幅ながらマイナスが避けられないことから、トータ

ルでは1.2％減と低迷し、総輸送量を大きく下押しする要因となろう。 

なお、総輸送量からやや特殊な建設関連貨物を除いた一般貨物の輸送量については、

0.2％減となろう。 

足元の『荷動き指数』については、巻末「ＫＥＹ ＷＯＲＤ」を参照願いたい。 



４．輸送機関別の見通し 

鉄道（ＪＲ貨物）：コンテナは、景気がいくぶん持ち直す中、積合せ貨物などを中心に1.0％

増と前年度に続きプラスが見込まれる。ただし、冬期の雪害など輸送障害が下押し要因と

して懸念される。車扱については、生産の持ち直しや価格下落などを受け、大宗を占める

石油には堅調な荷動きが見込まれる。一方、前年度10～12月期における大幅増に対する反

動減に加え、一部荷主の貨物が輸送中止になると予想されることを受け、2.0％減とマイナ

スへ転換しよう。 

自動車：営業用自動車は、消費関連貨物に微増が見込まれるほか、鉱工業生産の持ち直し

などを受け、生産関連貨物も１％弱の増加になる。一方、依然として建設需要の盛り上が

りが期待できない中、建設関連貨物が１％強の減少となり、輸送量を下押ししよう。トー

タルでは0.1％減と微減になろう。 

自家用自動車は全品類の不振が続き、トータルでは2.0％減と低迷しよう。 

内航海運：生産関連貨物は、鉱工業生産の持ち直しを受け、主力の石油製品を中心に1.0％

の増加となる見通しである。建設関連貨物については、公共投資の増加が見込まれるもの

の、大型の公共土木工事の執行が期待できない中で、1.0％の減少を予測した。トータルで

は0.4％増と、小幅ながら4年ぶりの増加となろう。 

国内航空：上期は、大手宅配便事業者による貨物専用便の運航に伴う押し上げ効果が継

続することから2桁増となる。一方、下期に増加テンポが一段落する中、通年では5.9％の

増加を予測した。 

表．１ 国内貨物輸送量の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）１．原系列。                  ２．2024 年度上期まで実績値。   

  ３．実績値は国土交通省の各種統計・資料による。 ４．端数の関係で合計が合わない場合がある。 

  ５．建設関連貨物を除く輸送量は、自動車と内航海運の輸送量から建設関連貨物を除いた数値。 

 単位：百万トン、(　)内は対前年同期比増減率(％）

年度･期

機関 上期 下期 上期 下期

4,147.1 2,031.1 2,070.6 4,101.7 1,995.8 2,081.1 4,076.8

(△ 1.6) (　 1.1) (△ 3.2) (△ 1.1) (△ 1.7) (　 0.5) (△ 0.6)

2,323.1 1,155.4 1,163.7 2,319.1 1,141.8 1,173.7 2,315.5

(　 0.6) (　 1.6) (△ 1.9) (△ 0.2) (△ 1.2) (　 0.9) (△ 0.2)

38.3 18.8 19.7 38.5 19.1 19.3 38.5

(　 0.1) (△ 1.3) (　 2.3) (　 0.5) (　 1.7) (△ 1.8) (△ 0.1)

Ｊ Ｒ 26.3 13.1 13.7 26.8 13.4 13.5 26.8

ＪＲ (△ 0.2) (　 0.1) (　 3.8) (　 2.0) (　 2.2) (△ 2.1) (　 0.0)

そ の 他 12.0 5.7 5.9 11.7 5.8 5.9 11.6

Other (　 0.6) (△ 4.5) (△ 1.1) (△ 2.8) (　 0.3) (△ 1.0) (△ 0.4)

3,798.7 1,862.6 1,897.1 3,759.7 1,826.5 1,907.0 3,733.5

Automobile (△ 1.4) (　 1.5) (△ 3.4) (△ 1.0) (△ 1.9) (　 0.5) (△ 0.7)

営 業 用 2,521.8 1,248.3 1,274.0 2,522.3 1,236.5 1,284.3 2,520.9

Business (△ 1.8) (　 1.4) (△ 1.3) (　 0.0) (△ 0.9) (　 0.8) (△ 0.1)

自 家 用 1,276.9 614.3 623.0 1,237.3 590.0 622.7 1,212.7

Personal use (△ 0.7) (　 1.5) (△ 7.3) (△ 3.1) (△ 4.0) (△ 0.1) (△ 2.0)

309.5 149.4 153.5 302.9 149.8 154.4 304.2

(△ 3.9) (△ 3.0) (△ 1.3) (△ 2.1) (　 0.3) (　 0.5) (　 0.4)

0.557 0.267 0.332 0.599 0.297 0.337 0.634

(　 3.7) (　 1.3) (　12.9) (　 7.4) (　11.3) (　 1.5) (　 5.9)

総 輸 送 量

Domestic air

Total transportation
volume

鉄 道

Railway

自 動 車

建設関連貨物
を除く輸送量

内 航 海 運
Coastal cargo

transport

国 内 航 空

計2023年度
2024年度

計
2025年度



５．国際貨物輸送の見通し 

外貿コンテナ貨物（主要8港）：世界経済の低成長・足踏み状態が続く中で、0.9％増と3

年連続でプラスを維持するものの、伸び悩みそうだ。米国東岸港湾におけるストライキ再

実施や、紅海・スエズ運河の迂回運航の継続・長期化、米国の関税一律引き上げが下押し

要因として懸念されるほか、円安による押上げ効果は、一巡・剥落する見込みである。 

品目別では、建設機械・産業機械等の一般機械や機械部品については、海外の設備投資

需要が持ち直し、増加基調を維持するも、業種・地域の広がりを欠き、小幅な増加にとど

まる。自動車部品については、海外自動車・ＥＶ市場の減速や日系のＥＶシフト対応遅れ

により、荷動きの鈍化・失速が鮮明になろう。ＰＨＶ・ＨＶによる代替・リカバーは限定

的である。 

輸入については、2.6％増と、前年度（2.3％増）を上回る水準のプラスになろう。食料

品・衣類等の消費財については、個人消費の回復が小幅にとどまるものの、物価上昇や円

安進行による下押し圧力が一巡し、増勢を維持・拡大する見込みである。生産用部品・部

材類や機械類などの生産財については、生産拠点の国内回帰や調達先分散、ＪＩＴの転換

が進み、活発な荷動きになろう。中国の過剰生産・輸出に伴う低価格品の流入増も期待で

きる。また、海外からの対日投資や国内生産拠点の整備・稼働拡大に伴い、資材・部材類

の調達も増加しそうだ。 

表．２ 外貿コンテナ貨物輸送量の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

注）１．主要 8 港（東京港、横浜港、清水港、名古屋港、四日市港、大阪港、神戸港、博多港）におけ

る外貿コンテナ貨物量の合計。 

 ２．2024 年度上期まで各港港湾管理者資料による実績値。  

  ３．端数の関係で合計が合わない場合がある。 

 

国際航空（主要4空港）：輸出は5.5％増と２年連続のプラスになろう。前年度に引き続き、

全路線において増加が見込まれる。特に太平洋線においては、米東岸港湾ストライキや米

国の追加関税導入・引き上げ前の前倒し輸送・駆け込み需要により、上期は高い伸びが見

込まれる。 

品目別では、半導体関連（電子部品・製造装置）については、ＡＩ関連需要の拡大・本

格化の中で、製造装置を中心に、引き続き好調に推移しよう。対中半導体輸出規制の強化

による下押しも吸収できる見込みである。自動車部品については、日系のＥＶシフトへの

対応遅れや海外ＥＶ市場の減速で、荷動きの鈍化・失速が避けられない。米国の対日関税

引き上げ・自動車関税導入による下振れも懸念材料である。また、一般機械・機械部品は、

海外設備投資需要の復調が続き、増加基調を維持する見込みだ。 

輸入は、6.3％増と、前年度（4.8％増）からプラス幅が拡大しよう。消費財については、

物価上昇・円安進行による下押しが一巡し、個人消費の回復が小幅にとどまる中でも、増

勢の継続・拡大が期待できる。ＥＣ・通販関連も増加基調を維持する見込みだ。生産財に

ついては、生産拠点の国内回帰や調達先の分散、海外からの対日投資の拡大や国内生産拠

点の整備・稼働が進み、生産用機器や部品・部材類は引き続き活発な荷動きとなろう。 

 単位：千ＴＥＵ（実入り）、(　)内は対前年同期比増減率(％）

計 計

11,637 5,791 6,057 11,849 5,904 6,169 12,074

(△ 3.4) (　 1.9) (　 1.7) (　 1.8) (　 1.9) (　 1.9) (　 1.9)

輸 出 4,779 2,326 2,507 4,834 2,361 2,519 4,879

Export (　 2.3) (　 2.1) (　 0.3) (　 1.1) (　 1.5) (　 0.4) (　 0.9)

輸 入 6,858 3,465 3,550 7,015 3,543 3,651 7,194

Import (△ 7.0) (　 1.8) (　 2.8) (　 2.3) (　 2.3) (　 2.8) (　 2.6)

合 計

Total

2023年度
2024年度 2025年度

上期 下期 上期 下期



表．３ 国際航空貨物輸送量の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）１．主要 4 空港（成田、羽田、関空、中部）における輸出入貨物量の合計。 

２．2024 度上期まで、税関資料（月別速報）を積み上げた実績値。 

３．輸出の路線別貨物量は、JAFA 輸出混載統計による路線別構成比を乗じた推計値。 

４．端数の関係などで合計が合わない場合がある。 

 

 

 

ＫＥＹ ＷＯＲＤ     企業物流短期動向調査にみる足元の景気動向 

 

ＮＸ総合研究所は、年に 4回、荷主企業（製造業、卸売業）2,500事業所に対してアンケ

ート調査（企業物流短期動向調査）を実施（注：回答率は 30％前後）し、前年同期と比較

した荷動きの動向等について把握している。企業物流における在庫圧縮の動きの中で、出

荷量の動向が景気変動に密接に結びついてきているものと考えられることから、本調査結

果は、物流面からみた景気動向の指標として捉えられている。 

景気動向と密接な関係があるとされる国内向け出荷量『荷動き指数』の推移を見ると、

24 年 7～9 月実績では前期（4～6 月）より 3 ポイント低下してマイナス 15 となった。『荷

動き指数』が 2桁のマイナスで推移しているのは、日本経済の低調を反映したものである。 

一方、10～12月実績の『荷動き指数』は 4ポイント上昇してマイナス 11となった。また、

次期（25年 1～3月）見通しについては、マイナス 9と 2ポイントの上昇が見込まれており、

荷動き（および景気）には小幅な持ち直しが見込まれるものの、引き続き盛り上がりを欠

く動きとなっている。 

仮に1～3月実績がマイナス水準にとどまれば、12期連続のマイナスとなる。荷動きから

判断する限りでは、足元の景気は一進一退を繰り返しており、当面力強い回復は見込めな

いと見られる。 

 

    ＮＸ総合研究所  リサーチ & コンサルティング ユニット２     

 単位：千トン、(　)内は対前年同期比増減率(％）

計 計

2,058.7 1,034.7 1,132.1 2,166.8 1,100.3 1,195.2 2,295.5

(△19.7) (　 2.7) (　 7.7) (　 5.2) (　 6.3) (　 5.6) (　 5.9)

936.7 472.9 517.4 990.4 506.0 538.7 1,044.7

(△21.6) (　 2.5) (　 8.9) (　 5.7) (　 7.0) (　 4.1) (　 5.5)

太 平 洋 線 193.7 94.2 105.1 199.3 102.5 111.3 213.8

Trans-Pacific line (△24.8) (△ 0.1) (　 5.8) (　 2.9) (　 8.9) (　 5.8) (　 7.3)

欧 州 線 165.5 88.2 84.4 172.6 92.6 86.5 179.1

European line (△13.7) (　 3.4) (　 5.2) (　 4.3) (　 5.0) (　 2.4) (　 3.8)

ア ジ ア 線 577.6 290.6 327.9 618.5 310.9 340.9 651.8

Asian line (△22.5) (　 3.1) (　10.9) (　 7.1) (　 7.0) (　 4.0) (　 5.4)

1,122.0 561.8 614.7 1,176.4 594.3 656.5 1,250.9

(△18.0) (　 2.9) (　 6.7) (　 4.8) (　 5.8) (　 6.8) (　 6.3)Import

2023年度
2024年度 2025年度

上期 下期 上期 下期
合 計

Total

輸 出

Export

輸 入


